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8 調査と研究 第22号 (2001.10)
炭二重価格廃止と仏独和解により可能となった｡
EPU-のイギリス ･西 ドイツ参加によって,
戦後世界経済再建過程における2つの問題で
あったスターリング圏とドイツ復興には一定の
解決が与えられた｡ここに1950年代の西ヨー
ロッパの経済成長を可能にした欧州域内通商決
済自由化の枠組みが成立し,アメリカの戦後世
界経済再建の方向性が確立した｡欧州域内自由
化は,域外に対する差別的な関税同盟であった
点からすると世界大での通商自由化を推進しよ
うとしたブレトンウッズ協定からの逸脱であっ
た｡しかし,-域内自由化を通じた経済成長が
1958年の欧州通貨の交換性回復を可能にしたこ
とを考えに入れれば,欧州域内自由化はブレト
ンウッズ協定実現のための重要なステップで
あったと評価できるであろう｡
われわれが検討の中心に据える欧州城内自由
化計画が本格的に着手される1949年の段階にお
いては,ECA第 1年度報告にみられるように,
西欧各国の生産回復はすでに軌道に乗っていた｡
そのため,マーシャルプランが各国の生産の回
復にどのような役割を果たしたかという観点か
らの考察からは,1949年におけるヨーロッパ諸
国のドル危機およびそれに対応した欧州域内自
由化計画は,マーシャルプランの意義を論ずる
うえで問題とならないかもしれない｡これに対
して,われわれは,｢はじめに｣でみたように,
マーシャルプランの意義を,緊急の食程支援や
マーシャル資金が各国の復興 (生産)に直接的
に寄与したかという点にとどまらず,アメリカ
の政策目的実現の手段として考察している｡
ホーガンが論ずるように,アメリカの西欧復興
構想において,マーシャルプランは,各国の生
産回復にとどまらず,世界大での多角的通商決
済体制実現のステップという意義をもっていた｡
1949年前半,各国の生産回復によって国際貿易
構造は売り手市場から買手市場-転換し,一次
産品価格が下落したため,むしろドル不足問題
は激化していた｡つまり,ヨーロッパ復興によ
るドル圏と非 ドル圏の貿易不均衡の拡大という
｢復興による危機｣が生じていたのである｡欧
州域内自由化計画は背景にこの間題を抱えてい
た｡以下,本特集の3つの論文において,欧州
域内自由化が,イギリス ･西 ドイツなどヨー
ロッパ側主要国の独自の復興計画と世界的な通
商決済の自由化を推進しようとするアメリカ側
の政策目的との相互作用を通じてどのように実
現していったか,またそのプロセスでマーシャ
ルプランがどのような役割を果たしたか検討を
加えることとしたい｡
あ わ りに
以上,マーシャルプランを執筆者達がいかな
る視点から捉えようとしているかについて論じ
てきた｡以下の各論文では,本稿での論述を踏
まえ,アメリカ･イギリス ･西 ドイツの各国に
ついてアメリカによって遂行された域内貿易 ･
決済の再建政策に注目する視点から考察を加え
ていく22)｡
坂出健 ｢マーシャルプラン期におけるアメリ
カの欧州統合政策｣では,1949年のポンド危機
をアメリカの政策担当者がどのように認識し,
欧州通貨調整と欧州域内通商決済自由化計画を
立案 ･実行していったのか分析する｡ その際,
イギリスの欧州統合参加が欧州域内自由化と西
ドイツの欧州統合参加にどのような意味を有し
ていたか考察する｡
菅原歩 ｢マーシャルプラン期イギリスのポン
ド政策とスターリング圏｣では,1947年のポン
ド交換停止前後に確立したイギリスの対外経済
政策体系の軸がスターリング圏の維持にあり,
そのためイギリスは,アメリカが推進する西ヨー
ロッパ域内における通貨自由化に強硬に反対し
たこと,しかし,イギリス帝国全体の OEEC
諸国との貿易構造及びアメリカからの圧力に
よって多角主義への転換を強制され,ヨーロッ
パ決済同盟へと参加し,ポンド自由化政策を逐
22) われわれが設定した課題にこたえるには,アメリカの
対フランス政策とフランス独自の復興路線の検討が不可
欠であろうが,筆者達の力量の問題から,除外せざるを
えなかった｡このため,フランスに関わる問題について
は贋田功 ｢フランス近代化政策とヨーロッパ統合｣(鹿
田･森編,前掲書)を参考にした｡
マーシャルプランと戦後世界秩序の形成
行することになっていく過程を分析する｡
河晴信樹 ｢ヨーロッパ決済同盟成立以前にお
ける西ドイツ貿易とマーシャルプラン｣では,
西 ドイツの西ヨーロッパ諸国との貿易の再建と
アメリカによる西ヨーロッパ域内貿易 ･決済の
再建政策との関連を分析する｡ そのことを通じ
て,アメリカによって実施された政策,特に
OEECを舞台とした西ヨーロッパ域内貿易自
由化政策がEPU成立以前の西 ドイツの貿易再
建に有した重要性を示す｡
最後に,各論文において西ヨーロッパ域内に
おける決済システムの仕組みそれ自体を詳述す
る煩を避けるため,菅原歩 ｢ヨーロッパ域内決
済機構の発展過程について｣においてヨーロッ
パ決済同盟にいたるまでのヨーロッパ域内決済
の仕組みを詳述している｡
